
介護実習・看護実習比較表  

比較項目   介護福祉士   准看護師   看護師   

実習時間等  ・540時間（事前事後指導90h、実習450h）  ・1035時間（23単位）（1単位を45時間の実習  

を持って構成すること。）  
・介護実習についての出席時間数が五分  

の四に満たない者については、当該科  
目の履修が認定されない。   

・同一科目の臨地実習が2施設以上にわた  ・同一科目の臨地実習が2施設以上にわた  
る場合は、各学生の実習内容に差が生じ  る場合は、各学生の実習内容に差が生じ  

ないよう、教育計画を配慮すること。   ないよう、教育計画を配慮すること。   

実習施設の  ・入所実習施設：   ・基礎看護、成人看護、老年看護、母子看  ・基礎看護学、成人看護学、老年看護学、   
要件   ①厚生労働大臣が別に定めるものの  護及び精神看護の実習を行う病院等を確  小児看護学、母性看護学及び精神看護学  

うち、原則として設置後三年以上  の実習を行う病院等を確保。  
経過してものであって介護実習を  
行うのに適当なもの   ・在宅看護論の実習については、病院、診  

②介護実習に係る時間数の一割程度  療所の他、訪問看護ステーション等の実  
については、適所の施設又は事業  習施設を確保。  
として厚生労働大臣が別に定める  

・主たる実習施設は、実習施設のうち基礎              ものにおける介護実習をもって介    ・主たる実習施設は、実習施設のうち基礎  
譲実習に代えることができる。  看護、成人看護の実習施設で次の条件を  看護学、成人看護学の実習施設で次の条  

具備していること。   件を具備していること。  
・居宅介護実習事業等：身体上若しくは              ア 入院患者3人に対し1人以上の看護  ア 入院患者3人に対し1人以上の看護  

精神上の障害があることにより日常生   職員が配置。（看護職員の半数以上が看護   職員が配置。（看護職員の半数以上が看護  
活を営むのに支障がある者につきその  師であること）   師であること）  

者の居宅において入浴、排せつ、食事  
等の介護を行う事業又は主として居宅  イ 看護組織が明確に定められている。  
において介護を受ける者若しくは当該  

者を現に養護する者に必要な援助を行  ・組織の中で看護部門が独立して位置   ・組織の中で看護部門が独立して位置  

うことを目的とする施設として厚生労   づけられている   づけられている  

働大臣が別に定めるもののうち、原則   ・看護部門としての方針が明確   ・看護部門としての方針が明確  

として開始後又は設置後三年以上経過   ・看護部門の各職階及び職種の業務分   ・看護部門の各職階及び職種の業務分  
したものであって介護実習を行うのに   担が明確   担が明確  

適当なもの。   ・看護師の院内教育、学生の実習指導   ・看護師の院内教育、学生の実習指導  
の調整責任者が明記されている   の調整責任者が明記されている   
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比較項目   介護福祉士   准看護師   看護師   

実習施設の  ・入所実習施設及び居宅介護実習事業等  ウ 看護基準、看護手順が作成され、括  ウ 看護基準、看護手順が作成され、括   

要件   は、実習担当教員による定期的巡回指  用されている。   用されている。  
導が可能な地域に存すること。  

・看護基準（各施設が提供できる看護   ・看護基準（各施設が提供できる看護  
・入所実習施設の選定に当たっては、特  内容を基準化したもの）が使用しや   内容を基準化したもの）が使用しや  

定の施設種別に偏ることのないよう老   すいよう配慮し作成され、常時活用、   すいよう配慮し作成され、常時活用、  
人福祉施設、身体障害者更正援護施設、   評価、見直されていること   評価、見直されていること  
児童福祉施設等のバランスに配慮  ・看護行為別の看護手順（各施設で行   ・看護行為別の看護手順（各施設で行  

・各入所実習施設及び居宅介護実習事業  
われる看護業務を順序立て、一題の   われる看護業務を順序立て、一連の  
流れとして標準化し、文章化したも   流れとして標準化し、文章化したも  

等における実習計画が、当該入所実習   
施設及び居宅介護実習事業等との連携  

の）が作成され、常時活用、評価、   の）が作成され、常時活用、評価、  
見直されている   見直されている  

の下に定められていること。  
エ 看護に関する諸記録が適正に行われ  エ 看護に関する諸記録が適正に行われ  

ている。   ている。  

・看護記録（患者の症状、観察事項等、   ・看護記録（患者の症状、観察事項等、  
患者の反応を中心とした看護の過程   患者の反応を中心とした看護の過程  
（計画、実施、実施後の評価）を記   （計画、実施、実施後の評価）を記  

録したもの）が正確に作成されてい   録したもの）が正確に作成されてい  
る   る  

・各患者に対する医療内容が正確、確   ・各患者に対する医療内容が正確、確  
実に記録されている   実に記録されている  

・患者のケアに関するカンファレンス   ・患者のケアに関するカンファレンス  
が行われ、記録が正確に作成されて   が行われ、記録が正確に作成されて  
いる   いる  

オ 実習看護単位に、実習指導者が2人   オ 実習看護単位に、実習指導者が2人  

以上配置されていることが望ましい。   以上配置されていることが望ましい。  

カ 看護職員に対する継続教育（実習施  カ 看護職員に対する継続教育（実習施  
設内・外）が計画的に実施されている。   設内・外）が計画的に実施されている。  

・病院、診療所以外に、訪問看護ステー   ・柄院、診療所以外に、訪問看護ステー  
ション、保健所、市町村保健センター ション、保健所、市町村保健センター、  
、      助産所、介護老人保健施設、在宅介護支  
援センター、介護老人福祉施設、保育所  
その他の社会福祉施設等を適宜含めるこ   

と。   と。   

14   



比較項目   介護福祉士   准看護師   看護師  

・実習施設には更衣室、休憩室が準備され、  ・実習施設には更衣室、休憩室が準備され、  
討議室があることが望ましい。   討議室があることが望ましい。  

・実習に必要な看護用具が整備、充実され  ・実習に必要な看護用具が整備、充実され  
ていること。   ていること。  

・原則として、養成所が所在する都道府県  ・原則として、養成所が所在する都道府県  
内にあること。   内にあること。  

・主たる実習施設以外については、医療法、  ・主たる実習施設以外については、医療法、  
介護保険法等で定められている看護職員  介護保険法等で定められている看護職員  

の基準を満たしていること。   の基準を満たしていること。  

・病院以外の実習単位数は、在宅看護論実  ・病院以外の実習単位数は、在宅看護論実    の13  め数の1から3程  
習を含め実習単位総数割から割程  習を含実習単位総割割  

度の間とする。   度の間とする。  

・在宅看護論の実習施設については、次の  

要件を満たしていること。  
ア複数の訪問者護専任者がいること  

イ利用者ごとに訪問者護計画が立てら  

れ、看護記録が整備されていること   

実習及び実  ・専任教員であって「介護実習」及び  ・准看護師養成所の専任教員となることが  ・看護師養成所の専任教員となることがで   

習指導の教  「介護実習指導」を教授するものは、   できる者は、次のいずれにも該当するこ  きる者は、次のいずれにも該当すること。   
員要件   厚生労働大臣が別に定める基準を満た  と。ただし、保健師、助産 師又は看護  ただし、保健師、助産 師又は看護師と  

す講習会において、専任教員たるに必  師として指定規則別表第4の専門科目の  して指定規則別表第3の専門分野の教育  
要な知識及び技能に関する課程を修了  教育内容のうち一つの業務に3年以上従  内容のうち一つの業務に3年以上従事し  
した者その他その者に準ずる者として  事した者で、大学において教育に関する  た着で、大学において教育に関する科目  
厚生労働大臣が別に定める者（専任教  科目を履修して卒業したものは、これに  を履修して卒業したものは、これに関わ  
員課程修了者等）であること。   関わらず専任教員となることができる。   らず専任教員となることができる。  

ア 保健師、助産師又は看護師として5  ア 保健師、助産師又は看護師として5  
年以上業務に従事した者   年以上業務に従事した者   
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比較項目   介護福祉士   准看護師   看護師  

・教員の資格要件   イ 専任教員として必要な研修を修了し  イ専任教員として必要な研修を修了し  
（ア）高等学校、旧制高等学校若しく   た者又は准看護師の教育に関し、これ  た者又は看護師の教育に閲し、これと  

は旧制高等女学校を卒業した者又   と同等以上の学識経験を有すると認め  同等以上の学識経験を有すると認めら  
はこれと同等以上の学力があると  られる者   れる者  

認められる者で、かつ、介護福祉  
士、保健師、助産師、又は看護師        ・専任教員は、専門科目ごとに配置し、学  ・専任教員は、専門領域ごとに配置し、学  
として、原則として、5年以上実  生の指導に支障を来さないようにする。   
務に従事した者  

（イ）社会福祉援助技術及び社会福祉  
援助技術演習を教授する者（介護  
実習、介護実習指導に限る。）   

実習指導者  ・入所実習施設における実習指導者は、  ・実習指導者となることのできる者は、担  ・実習指導者となることのできる者は、担  
の要件   当する領域について相当の学識経験を有  

し、かつ、原則として必要な研修を受け  
重症心身障害児施設及び指定医療機関  た者であること。  
にあっては、ア、イに加えて、5年以  
上介護業務に従事した経験がある保健  ●  ●  

師、助産師又は看護師の資格を有する  
者を含むこととすること。  〔冨蓋≡誓書真義壷砦莞蕃要覧窪警莞  
ア5年以上介護業務に従事した経験  

があり、かつ、介護福祉士の資格を  ・在宅看護論実習については、利用者の看  
有する者  護計画を立てられる者が学生の指導に当  

イ社会福祉法人全国社会福祉協議会  
が行う介護福祉士養成実習施設実習   

たること。また、在宅看護論の実習指導  
者は必要な研修を受けた者が望ましいこ  

指導者特別研修課程を修了し、かつ、  と。  
介護福祉士の資格を有する者  

・実習施設において実習指導者を確保でき  
ない場合又は実習施設が多施設にわたる   

場合は、専任教員又は養成所における実   者は、次のいずれかの要件に該当する  場合は、専任教員又は養成所における実  
ものであること。ただし、当分の間は、  習指導者を増員することが望ましいこ   習指導者を増員することが望ましいこ  
ア、イに加えて、5年以上介護業務に  と。   
従事した経験があり、かつ、「訪問介  
護員に関する省令」（平成12年3月10日  
厚生省令第23号）第1条第2項に定める1  
級課程の研修を修了し、当該研修を修  
了した旨の証明書の交付を受けた者を  
含むこととすること。   
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比較項目   介護福祉士   
准看護師   

看護師  

ア5年以上介護業務に従事した経験  
があり、かつ、介護福祉士の資格を  
有する者  

イ社会福祉法人全国社会福祉協議会 が行う介護福祉士養成実習施設実習  

指導者特別研修課程を修了し、かつ、  
介護福祉士の資格を有する者  

実習指導者  ・入所実習施設の数に5を乗じて得た数  ・ 実習看護単位に、実習指導者が2人以  ・ 実習看護単位に、実習指導者が2人以   

数   と居宅介護実習事業等における実習指  上配置されていることが望ましい。（再  上配置されていることが望ましい。（再  
導者の数との合計数は、介護実習の必  掲）  

要な学生数以上であること。   
・実習施設で実習指導者を確保できない場  ・実習施設で実習指導者を確保できない場  
合又は実習施設が多施設にわたる場合   合又は実習施設が多施設にわたる場合  

は、専任教員又は養成所の実習指導者を  は、専任教員又は養成所の実習指導者を  
増員することが望ましい。（再掲）   増員することが望ましい。（再掲）   

1実習施設  ・入所実習施設において同時に実習を行  ・実習病院が同時に受け入れ可能な学生数  ・実習病院が同時に受け入れ可能な学生数   
の受入学生  は看護単位ごとに10名を限度。   
数   とすること。   

実習指導  ・介護実習について適当な実習指導者の  ・実習施設で実習指導者を確保できない場  ・実習施設で実習指導者を確保できない場  

指導が行われること。  合又は実習施設が多施設にわたる場合   合又は実習施設が多施設にわたる場合  

は、専任教員又は養成所の実習指導者を  は、専任教員又は養成所の実習指導者を  
・実習担当教員による定期的巡回指導  増員することが望ましい。（再掲）   
は、各入所実習施設、各居宅介護実習  
事業等について、少なくとも週二回は  
実施すること。  
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介護福祉士養成実習施設実習指導者特別研修  

〔ニブ’ログラム〕   

日 日寺  研丞書手斗目   備 考   

【言草義】   ・ 福祉．人木オの養成状況  
・ 介言峯子高祉士の質の「古】」二らこ「句lナた  

介護実習の  取り組み  
10：30～12：00                現場への期待  ・ 介言蔓実習の現場iこ期待すること  

（90分）  

【吉茸義】   ・ 実習生を理角牢するとし、うこと  
・ 人力三人の言古を聞く意味  

実習生の理角牢   
・ 実習f旨主害者カミ伝えたし、こと   

1  
13：00・一－・－15：00                     日  

目  （120分）  

【言茸義】   ・介護福祉士養成施設iこおける  
介護実習とに土  

・介護手島祉士養成施設の立場  
介護手島祉士養成課程  カゝら見た介護実習の現ニl犬：と裸足巨  15：15～17：15              iこおⅠナる介護実習の  

（120分）   
目標と課是頁   

【言募義・演習】   √占7β女7  
・ 演習をとおして介護実習  

介護実習らこおⅠナる  
手旨蔓草の過程と手旨尊者の  

9：30～12：30               実習生への手旨導方法  役害Ijを理角牢する0  
（180分）   

2  Ⅰ・Ⅰ工   √占7虜ノ   

日  ・ 円滑才亡人間関係を形成するための   
暮∃  ＝コミ。＝Lニケーション能力を高める0  

・ 実習f旨導過程iこつし、て学jミ0  
3  ・実習手旨導に必要モ亡基本自勺手旨導方法   
日  lこつしヽて学ぶ0   
目  

13：30～17：30  
・ 自己の立場や役寄り、他職種の役寄り  

lこつし→て理角牢を深める0  
（240分）  

【喜寿義】   ・ 今求められるケア  
・社会福祉理念と介護手苗祉士iこ  

実習手旨導者らこ  
求められる資質肯巨力  

4  日  9：30～12：30               求められるもの  ・ 尊厳を支えるケアとに土   

l∃   
（180分）  
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介護福祉士養成施設等の教員の要件について  
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介護福祉士養成施設等の教員の要件について  
（大学、短大、専門学校共通）  

社会福祉概論、老人福祉論、障害者福祉論、社会福祉援助技術、社会福祉援助技術演習、老人・障害者の心理、  
家政学概論、家政学実習  

（ア）大学院、大学、短期大学及び高等専門学校において、法令の規定に従い、当該科目を担当する教授、助教授  
又は講師（非常勤を含む。）として選考された者  

（イ）専修学校の専門課程の教員として、当該科目を3年以上担当した経験のある者  
（ウ）社会福祉主事養成機関、保育士養成所、看護師養成所、歯科衛生士養成所、栄養士養成所又は管理栄養士養  

成所の専任教具として、当該科目を3年以上担当した経験のある者  
（エ）大学院において、当該科目に関する研究領域を専攻した看で修士若しくは博士の学位を有する者又は当該科  

目に関する論文を提出し博士の学位を取得した者  
（オ）国の行政機関又は地方公共団体において管理職以上の経験があって、当該科目に関する業務に3年以上従事   

した経験のある者（老人福祉論、障害者福祉論に限る。）  
（力）社会福祉士として5年以上実務に従事した者（社会福祉援助技術、社会福祉援助技術演習に限る。）  

リハビリテーション論  

原則、理学療法士、作業療法士又は整形外科医としての実務経験を有する者  

レクリエーション活動援助法   

日本レクリエーション協会のレクリエーション・コーディネーター又は福祉レクリエー  

ション・ワーカーの資格を有し、かつレクリエーション指導の実務経験を有する者  
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原則、内科医師  

原則、精神科医師  

介護概論、介護技術、形態別介護技術、介護実習、介護実習指導  

（ア）高等学校、旧制高等学校若しくは旧制高等女学校を卒業した者又はこれと同等以上の学力があると認められ   

る者で、かつ、介護福祉士、保健師、助産師、又は看護師として、原則として、5年以上実務に従事した者  

（イ）社会福祉援助技術及び社会福祉援助技術演習を教授する者（介護実習、介護実習指導に限る。）  

点字、手話を担当する教員については、点字通訳者、手話通訳者等としての活動歴  ち
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、栄養・調理、被服及び住居のすべての分野を教授できるよう、複数の教員を配置す  

る等の配慮を行うこと。   

なお、住居の分野を担当する教員については、1級建築士でも可とする。  
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※1 基礎分野を担当する教員については、担当する科目について相当の学識経験を有する看であること。   

※2 下線の科目を教授する専任教員は、介護教員講習会の課程を修了した者でなければならない。なお、介護教員  

講習会の概要については別添のとおり。   

※3 専任教員は学生総定員に応じて有する必要がある。   

（参 考）  

学生相違定員の区分   専任教員数   

8 0人まで   3   

81人から2 0 0人まで   3＋学生総定員－80   
40  

2 01人以上   6＋学生総定員－200   
50  

（関係条文等）  

・社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第39条   

・社会福祉士介護福祉士学校職業能力開発校等養成施設指定規則（昭和62年厚生省令第50号）第7条   

・社会福祉士養成施設等指導要領及び介護福祉士養成施設等指導要領について（昭和63年1月14日社庶第3号厚   
生省社会局長通知）別添2介護福祉士養成施設等指導要領   

・社会福祉士介護福祉士学校職業能力開発校等養成施設指定規則第7条第1項第五号に規定する厚生労働大臣が別に   
定める基準（平成13年厚生労働省告示第241号）   

・介護教員講習会の実施について（平成13年8月16日杜撰発第川30号厚生労働省社会・援護局長通知）  
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（参考）  

介護教員講習会の概要  

事  項   内  
容   

趣  介護教育の内容の充実及び向上並びに介護教員の資質の向上を図り、もって質の高い介護福祉士を養成確  
保する。   

講習会の内容   
以上で各30時間計60時間以上 

） 

詳細は別紙1のとおり   

。   

○ 講習会の実施主体は、法人であって、基準告示に定める基準に適合する講習会を行う者。  
（参考：平成17年度における実施主体）  

・社団法人日本介護福祉士養成施設協会（全国7ブロック）  

実 施 主 体  ・全国社会福祉協議会中央福祉学院  

・神奈川県立保健福祉大学  

・臨床福祉専門学校  

・東京福祉専門学校   

講  
師   講習会の講師は、大学、大学院若しくは短期大学の教授若しくは助教授又は介護福祉士養成施設において5  

年以上の教務主任歴を有する者その他これらに準ずる者とすることが望ましい。   

講習会の全部又は一部免除  講習会の課程の全部又は一部の履修が免除される者の範囲については、別紙2のとおり   

○ 平成15年4月1日以降に新たに受講対象専任教員となる者及び同日において現に受講対象専任教員である  

者に適用。  

適用及び経過措置  ○ なお、平成15年4月＝］から平成18年3月31日までの間に新たに受講対象専任教員となる者及び平成15年4  
月1日において現に受講対象専任教員である者については、平成20年3月31日までに講習会の課程を修了。  

○ よって、平成18年4月1日以睦に新たに受講対象専任教員となる者については、全部免除に該当する者を除  
き、あらかじめ講習会の課程を修了することが必要。   
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介護教員講習会の内容  

別表第1関係  

分 野   教 育 内 容   科  目   時 間 数   

専門分野  介護福祉学   介護福祉学   30  

介護教育方法   介護教育方法   30  

学生指導   学生指導■カウンセリング   田  

実習指導方法   田  

介護教育演習   介護過程の展開方法   田  

コミュニケーション技術   田  

研究   研究方法   30   

計  150以上   

別表第2関係  

分 野   教 育 内 容   科  目   時 間 数   

社会福祉学、生活学、人間関係論、   各30計60  

基礎分野  介護福祉の基盤強化        心理学、哲学、倫理学、法学のうち  以上   

いずれか2科目以上  

専門基礎  教 育 の 基 盤  教育学、教育方法、教育心理及び教   計90以上   

分野  育評価の4科目   

計  150以上   
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講習会の課程の全部又は一部の免除  

対  象  者   免 除 の 内 容   

大学、大学院、短期大学等において、基礎分野及び専  基礎分野及び専門基礎分野のう   

門基礎分野に係る科目の内容と同等以上の内容を有す  ち、当該科目の履修を免除   

ると認められる科目を修めた者（免除告示第1号関係）   

厚生労働省が認定した「看護教員講習会」受講修了者  基礎分野及び専門基礎分野の履   

（免除告示第2号関係）   修を免除   

全国社会福祉協議会中央福祉学院の「介護福祉士養成  専門分野のうち、「介護教育方   

施設介護担当教員特別研修課程」受講修了者（免除告  法」の履修を免除   

示第3号関係）   

講習会において、専門分野に係る科目を教授する者又  専門分野のうち、当該科目の履   

は教授したことがある者（介護教育方法、実習指導方  修を免除   

法又は介護過程の展開方法のいずれか1科目を教授し   

た者については、これら3科目全て教授したものとみ   

なす。）（免除告示第4号関係）   

平成15年4月1日以前に大学院において、介護福祉士養  講習会の課程の全部の履修を免   

成施設において担当する科目に関連する分野に係る博  除   

士の学位を授与された者その他の看であって厚生労働   

大臣が認める者（免除告示第5号関係）   
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介護福祉士養成施設の審査基準  
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介護福祉士養成施設審査基準  

胎福祉士介護馳七草校雛酎爛蛸等指定酬  
介護削は養成義絶等指導輔  
憎削は養成施設等指導鞘の細い舶l」  

よ順当耶を抜粋  

事 項   審 査 基 準   備 考   

一般的事項  
1吉安置主体   ・地方公共団体、学校法人及び社会福祉法人を原則とする。   

一→土地は、20年以  2 校地、校舎等  ・校舎、その他の設備は、原貝l＝二して設置者が所有するもので  
あること。   上使用できれば  

・借地契約の締結、借地権（地上権又は貸借権）の登記がなさ  借地でもよい∩  
れていること。  

・暫定校舎は認めない。  
・申請年の12月上旬までに工事及び備品の備えつけを完了させ  
ること。   

教職員に関する  
事項  
1教員の数  ・教員の数は、指定規則別表第4、5、6に定める各科目を担当す  －｝専任教員の数  

るのに適当な数であること∩  は、学生総定員  
に応じ次のとお  
り  
80人以下：3人  

2教務主任  ・専任教員のうち1人は、教務に関する主任者であること。  81～120人：4人  
121～160人：5人   

3 専任教員   ・原則として、教員は1つの介碓福祉士養成施設等に限り、専任  161′～200人：6人  
教員となるものであること。   

→介護福祉士養成   ・専任教員は、指定規則別表第4、5、6に掲げる専門分野におけ  
る担当教員でなければならない。   施設等に2以上  

・専任教員のうち2人以上は、介護福祉士、保健師、助産師又は  の課程がある場  
看言郡市の資格を有し、当該姿格取得後5年以上実務に従事した  合は、1の青果程  
者とし、これらのうち1人は介護福祉士の資格を有する者と   ごとに専任教員  
し、またこれらの者のうち1人は、大学院、大学、短期大学、  を配置すること  
高等専門学校及び専修学校の専門課程において、おおむね3年  
以上の教歴を有すること。  

・指定規則第7条1項の養成施設については、専任教員のうち  
少なくとも1人は社会福祉概論、老人福祉論、障害者福祉論又  
は社会福祉援助技術を教授できる者であること。  

・大学及び短期大学においては、介護福祉士、保健師、助産師  
又は看護師の資格を必要とする専任教員のうち1名■は助手であ  
ってもさしつかえない。  

・社会福祉援助技術、社会福祉援助技術演習、介護概論、介護  
技術、形態別介護技術、介言重美習又は介護実習指導を教授す  
る専任教員については、原則として、厚生労働大臣が定める  
基準を満たす講習会（介護教員講習会）を受講しているこ  
と。（ただし、平成15年4月1日から平成18年3月31日までの間  
に専任教員となる者及び平成15年4月1日において現に専任教  
員である者については、平成20年3月31日までに講習会の課程  
を修了していればよい。）   
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4 教員要件  
・祖二会福祉概論  
・老人福祉論  
・障害者福祉論  
・社会福祉援助技   
術  

・社会福祉援助技   
術演習  

・老人・障害者の   
心］理  

・家政学概論  

・家政学実習  

左記の科目の教員の資格要件等については次の通りとする。  
① 大学院、大学、短期大学及び高等専門学校において、呈  
該科目を担当する教授、助教授又は講師（非常勤を含む。）  
として選考された者。  
（診 専修学校の専門言果程の教員として、当該科目3年以上を担   

当した経験のある者。  
（∋ 社会福祉主事黄成機関、保育士架成所、看諸姉貴成所、  

l封科衛生士葦成所、栄養士養成所又は管理米蓑士養成所の   
専任教員として当吉亥科目3年以上を担当した経験のある音。  

（参 大学院において、当言亥科目を専攻した着で修士若しくは   
博士の学位を有する音叉は、当言亥科目に関する論文を‡是出   
し博士の学位を取得した音。  

（9 国の行政機関又は地方公共団体（注1）において管理職以±   
ぷ主星との経験があり、当言亥科目に関する業務に3年以上従事   
した経験のある者（老人福祉論、障害者福祉論に限る。）  

⑥ 社会子宙祉士として、5年以上実務に従事した者（社会7宙祉   
援助技術、社会福祉援助技術演習に限る。）  

－→当言亥科目：   

指定規則別糞   
4，5，6参照  

－→（注1）  

・担．当科目に関す   
る業務は、管理   
職以外の期間に   
おける経験で可  

→（注2）  

・管理職とは書取長   
職相当以上（本   
庁の言果長職以上   
であれば福祉事   
務所等出先機関   
の管理職でも   
可）  

・l宗則、理学療法士、作業療法士又は整形外科医としての実務   
経験を有する者（   

・日本レクリエーション協会のレクリエーション・コーディネ   
ーター又は福祉レクリエーション・ワーカーの資格を有し、   
かつレクリエーション指導の実務経験を有する者。   

・原則、内科医師（過去の経験でも可）   

・原則、精神科医師（過去の経験でも可）   

・高等学校、旧制高等学校若しくは旧制高等女学校を卒業した   
者又はこれと同等以上の学力があると認められる着で、か   
一つ、介護福祉士、保健師、助産師及び看言隻師として、原則と   
して5年以上実務に従事した者ハ  

・社会福祉援助技術及び社会福祉援助技術演習を教授する者  
（介護実習、介護実習指導に限る。）   

・点字、手話を担当する教員については、それぞれ点字通訳者   
手話通訳者としての活動歴を有する者。   

・栄養・調理、1疲服、住居すべての分野を教授できるよう、複   
数の教員を配置する等の配慮を行うこと。   
なお、住居の分野を担当する教員については、1級建築士でも   
可とする。  

・承言旨書等がとれているか。他学校の教員で勤務中の者につい   
ては、確約がとれているか。  

・リハビリテーシ   

ョン論   

・レクリエーショ   

ンラ舌動援助法  

・医学一般   

・精神保健   

・介諸概論  
・介護技術  
・形態別介護技術  
・介護実習  

・介護実習指卓善  

・形態別介護技術   
（点字・手話）   

・家政学概論   
家政学実習  

5 専任教員の  
確保  
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実習に関する事項  
1 実習施戸投  →介雅美習とは、  

「入所実習施設」  
「居宅介護実習事   
業等」を指す。  

・次のいずれをも介誰実習に利用できるn  
（Dl頁貝りとして設置後3年以上経過した入所実習施設   
②J頁則として事業開始後又は言設置後3年以上経：過した居宅介確  

実習事業等  
・入所実習施設の選定に当たっては、特定の施設種別に片寄る   
ことのないよう老人福祉施設、身体障害者更生援護施設、児   
童福祉施設等のバランスに配慮すること。   

・入所実習施設の数に5を乗じて得た数と居宅介誰実習事業等に   
おける実習指埠者の数との合計数は、介言斐実習の必要な学生   
数以上であること。  

・同時に実習を行う学生〝）数は、1施設当たり5人（2～3名が望   
ましい。）までとする。   

・実習計画が、当吉亥入所実習施設及び居宅介護実習事業等との   
連携のIごに定められていること。   

・入所実習施設における実習指導者は、次のいずれかの要件に   
言亥当するものであること。ただし、肢体不自由児施設、重症   
心身障害児施設及び指定医療機関にあっては、①、②に加え   
て、5年以上介護業務に従事した経験がある保健師、助産師   
又は看護師の資格を有する者を含むこととすること。  
（p 5年以上介護業務に従事した経験があり、かつ、介護福  

祉士の資格を有する者  
（∋ 社会福祉法人全国社会福祉協議会が行う介言割高祉士養成  

実習施設実習指導者特別研修課程を修了し、かつ、介護福  
祉士の資格を有する者  

・居宅介護実習事業等における実習指圭尊者は、次のいずれかの   
要件に吉亥当するものであること。ただし、当分の間は、①、  
②に加えて、5年以上介護業務に従事した経験があり、かつ、   
「訪問介護員に関する省令」（平成12年3月10日厚生省   

令第23号）第1条第2項に定める1級言果程の研修を修了   
し、当き亥研修を修了した旨の証明書の交付を受けた者を含む   
こととすること。  
（∋ 5年以上介誰業務に従事した経験があり、かつ、介護福  

祉士の資格を有する者  
（∋ 社会福祉法人全国社会福祉協書義会が行う介護福祉士養成  

実習施設実習指さ尊者特別研修課：程を修了し、かつ、介護福  
祉士の資格を有する者  

・居宅介護実習事業等については、1人の実習指導者につく学生   
の数は2名以下が望ましい。   

・入所実習；施設及び居宅介護実習事業等は、実習担当教員によ   
る定期的巡回指主語が可能な地1或に存すること。  

・各人所実習〕施設、各居宅介言重美習事業等について、少なくと   
も週2回は実施すること。  

・1施設につき1時間から1時間30分程度（1施≡投に3～5人の学生が   
いる場合は、1時間30分～2時間程度）巡回者が滞在できるよう   
にすること。  

・巡回する方転設の数は1日に3～4施設を限度とすること。  
・居宅介護実習事業等については居宅ではなく事業所を巡回す   
ること∩  

2 実習施設数  

3 実習計画  

4 実習指導者  

5 巡回指導  
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学則に関する事項  ・少なくとも以卜の事項を明示すること  
①設置日的 ②名称（3位置 ④修業年限（9学生定員、学級  
数 ⑥兼成言果程、履修方法（D学年、学期、休日 ⑧人草時期  
（乱入学資格（法律‘条文を明記） ⑲人学者の選考 ⑪入学手続  
⑫休学、復学、退学 ⑬成績考査、卒業 ⑭入学検定料、入学  
金、授業料、実習費等 ⑮教職員の組織 ⑩賞罰  

・学生定員は、学生の確保♂）見通し及び卒業生の就職先♂）確†呆  
の見通し等に照らして適正な人数であること。  

・転入学（編i人草を含む。）は言忍められない。  
・指定規則に掲げる各科目の出席時間数が指定規則に定める時  
間数の3分・の2（介護実習は5分の4）に満たない者について  
は、当言亥科目の履修の言忍定をしない。   

学生に関する事項  ・学則に定めらメ1た学生の定員を厳守すること。  

教育に関する事項  
1履修時間数  ・教育吉果程の編成にあたっては、基礎分野120時間以上、専門分  一→社会福祉士＋1年・  

野1，530時間以上で、総計1，650時間以上の講義、演習、実習   ：900日寺間以上  
を行うこと。（指定規則別表4）   （書旨定規則別表5）  

一→保育士＋1年・  
：930日寺間以上  

（同別表6）  

墓軒と石うあ… 

（注）形態別介護技術のうち手話・点字の時間数は、合わせて  
30時間以内とすることが望ましい（形態別介護技術の時間  
数が基主筆を超えている場合を除く。）。   
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・介言拳†高‘祉士集成施設等にふさわしい利・目とするよう酉己慮する   
こと。   

・指定規則別表第4、5及び6に定める各科目については、次に掲   
げる場合を除き、合同授業又は合†井授業を行わないこと。  
（王）複数クラス間における合同授業  

ア †旨定規則第7条第1項の養成施設等  
基礎分野及び専門基礎分野グ）うち、社会福祉概論、  

老人福祉論、障害者福祉論、リハビリテーション論、  
社会福祉援助技術、老人・障嘗者の心葦堅、家政学概  
青島、医学一般、精神保健及び介確概論  

イ 書旨定規則第7条第2項の養成施設等  
リハビリテーション論、家政学概論及び精神†呆健  

ウ 指定規則第7条第3項の養成施設等  
老人福祉論、リハビリテーション論、老人・障害者  

の心理、家政学概論及び介富婆概論   
② 介諸福■祉士養成方転吉受の吉果程間における合同授業  

ア f旨定規則第7条第1項と同条第2項の養斤巨万直吉受等  
リハビリテーション論、家政学概論及び精神保健・  

イ 指定規貝り第7条第1項と同条第3項の養成施設等  
リハビリテーション論、老人・障害者の心理、家政  

′〒：概言論及び介言婆概論  
ただし、老人・障嘗者の心理及びつ家政学概論につい  

ては、時間数が多い方にあわせて授業を実施する場合  
に限る。  

り 指定規則第7条第2項と同条第3項の養成施設等  
リハビリテーション言論及びて家政学概論  

ただし、家政学概論については、時間数が多い方に  
あわせて授業を実施する場合・に限る。  

エ 指定規則第7条第1項と同条第2項及び同条第3項の養成  
方転設等  

リハビリテーション論及び乍家政学概論  
ただし、家政学概論については、時間数が多い方に  

あわせて授業を実力直する場合に限る。  
（∋ 他学科との合併授業（吉安置主体が同一であるものに限る）  

指貫巨規則第7条第1項の養成方転設等の基礎分野  
・合同授業又は合・併授業を行う科目については、当冨亥科目を履   
修する学生が多くなることから、履修の蕎認定に必要な出席時   
間数の把握に十分留意すること。   

・教育上必要な模型及び暑旨機器具を∃鮭僻すること。  

2 最古瑳分世子  

：う 授業  合・同授業  
→介・言嘩福祉士養成   

施設等に複数の   

学級を有する場   
合・に同日寺に授業   

を行うこと又は   

介i種子高祉士養成   
方転設等の書取程間   
におし、て同日寺に   

授業を行うこと   
をレ、う。  

合併授業  
－→介言垂†高祉士養成   

施貢受等と他の学   
科、コース、専   

攻等と同日寺に授   

業を子子うことを   
しヽう。  

4 教材等  
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施設設備に関する  －・介誰実習室及び  
事項  人音谷実習室は、  
介護実習室  同じ階に設ける  
1面槽  （1クラス人員／5）×11．011了以上  ことが望ましい  

※内法による測定  
2備品  重唾堕車重 ‖‖－‖＿＿＿＿ ‖＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿‖＿＿＿  

実習用モデル人形  ・ 2体  

（馳変換、淋等柵矧こ凱た抽）      ：   ‾‾▲…▼‾‾‖【‾‖■‾‾‾‾‾」‾‾‾－‾‾■→‖‾‾ ‾‾▼  
人体解剖模型  ▼【‾‘‾‾‾‾▼‾一‾‾‾‾】‾‾¶【一‾▼‾‾▲‾‾▼‾‾‾■ i体  
人体骨格模型  ■  †▼‾‾‾▼‾‾‾▼▼】‾‾‾        1体  ‾‾‾‾－‾‾‾‾‾－‾‖‾‖‾‾▲■■‾‾‖‾  
天土面東嶺両線大南 
ギャッチベッド  

1碓  一－一一■・1－一－－－－▼一－－－－一一一－－－－－一一一－【一一トー¶▲－‾－－－‾‾‾－‾‾  

ー1クラス人員／5台  
i、 

一 
トユ竺ラス人臣∠巨台 ‖＿】＿＿＿＿＿】‖■＿＿＿‖＿‖＿＿＿＿＿＿▲＿一＿ 車椅子              l  

ストレッチャー  11クラス人員／10台  
l  ＿＿＿＿⊥＿し＿＿】＿＿＿＿▼】‖＿＿＿  

さしこみ使者旨  一→へ√ッドと同数以上  
≡＝  王… 

－・≡  i  →ヘーーッドと同数以上  
11クラス人員／5個  

ポータブルトイレ  こ：：ラ：唾亘土：：：：：  

杖  ・ 2本以上  
土 ：軽重戻：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：こ：：亘奉壁：：：：： 松葉杖  

カナディアンクラッチ  】‾‾‾‾▼‾‾‾－▼－‖‾‾～‾‾‾‾‾‾‾－‾‖▼‾ 1 2本以上   r‾‾‖‾‾‾  一→ロフストランドクラッチで  
多点杖  す本所上                －   あっても構わな  
盲人安全杖（普通用）  t  2本以上  しヽ  
盲人安全杖（携帯用）  ■  2本以上  

点字器（標準型）    12台以上 ‾欄‖‾■¶一‖‖】‖‾‾～‾‾‾‾▲、‾岬‖‾‾十‾‾‾‾‾  
点字音詩（携帯型）  i行わこ畠香     l  

l＋教員用1台 ＿＿一一＿＿＿＿▼－－－＿＿＿－－＿＿－－－－－一＿－－－－一－－J－－－－一一一一一一一－－－  

視聴覚機器  ■  1式  
障害者用調理器具・食器  ：  適当数   →設置場所を明記  

和 室   ・6畳又は8畳の独立した部屋であること   →・和室のタト部か  
・押入を設置すること（布団が入るか）   ら見学す－るスペ  

・布団を1組備えること   ースがあること  
（2面）  
・介言重美習室と  
同室であること   

入浴・実習室  
1面積   ・1クラス人員×1．65汀f以上  ※内法による測定   →所要時間の目安   
2 備 品   ・簡易昇降装置を有する特殊富谷槽 （気泡装置付き）   ・40℃の湯を10分  

・簡易富谷槽（硬質）   間で7分日まで給  
・簡易浴槽（軟質）   湯  
・家庭†谷槽   ・排水が5分以内に  
・給排水盲投備（特殊浴槽と家庭浴槽を同時に行う）   完了  

※シャワー設備を設けること  
※段差はできる限りなくすこと  
※水はけが良くなるようにすること   
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家政実習室  

1面積  ・1クラス人員×1．65n了以上   

※内法による測定  

2裁縫作業台  

可）   兼用も可  

3家庭用ミシン  

調理実習室  

1面積  ・1クラス人員×1．65nf以上   

※内法による測定  
2調理設備  ・学生6名に1台以上  →家政実習台との  

・一部について電磁調理器を導入しても可   兼用も可  

3調理用器具                  ・必要器具を揃えること   

普通教室  

1面積  ・1クラス人員×1．65n了以上  

※内法による測定  

2専用か否か          ・同時に授嚢を行う学級数を有すること   

3 合同授業及び   ・合同授業又は合併授業を行う場合については、当該科目を履   

合併授業   修する学生以上の机及び椅子が整備されていること。   

図書  
1建物  ・閲覧スペースと閲覧設備（閲覧机、椅子）を有すること  

・専用書棚、貸出カード及び図書検索目録等の整備  

2書物等  ・専門図書は1，000冊以上  

・学術雑誌は10誌以上   

その他   ・保健室、更衣室、演習室、学生相談室等の設備の有無  
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既修得科目の単位の認定  
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既修得科目単位の認定  

○転入学・編入学の禁止   

・介護福祉士養成施設においては、介護福祉士養成施設等指導要領取扱い細則について（平成3年3月27日社庶第82号厚生  

省社会局庶務課長通知）別紙の2（2））により、転入学（編入学を含む。）は認められていない。   
・また、既修得科目の認定は認められていないことから、中途退学した後、再度、介護福祉士養成施設に入学した場合、はじ  

めから履修し直さなければならない。（→ 他の介護福祉士養成施設で修得した科目の単位をもって修了することはできな  

い。）   
・なお、養成課程のカリキュラムは、単位数ではなく、教育内容の時間数で定められている。 （社会福祉士介護福祉士学校職業  

能力開発校等養成施設指定規則第7条第3項別表第4）  

＜参考＞ 他の国家資格の例   

○社会福祉士   

・社会福祉士一般養成施設（1年課程）においては、介護福祉士と同様に、転入学・編入学は認められていない。   

・大学で厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目（実習科目を除く。）を修めて卒業したのち、大学等で実習科目を修め  

た者は、社会福祉士試験受験資格が得られる。（社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第1条第1項第2号）   
○看護師   

・大学、高等専門学校、歯科衛生士、診療放射線技師等の学校・養成所において、看護師等養成所指定規則で定める教育内容  
と同一内容を履修した者の単位の認定は、本人からの申請に基づき、既習の学習内容を評価し、その内容が養成所の教育内  

容に相当するものと認められる場合は、総取得単位数の二分の一を超えない範囲で、当該養成所における履修に替えること  

ができる。  
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